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平成１８年３月期決算短信(連結)に関する追加情報のお知らせ 
 

 

 

平成１８年４月２６日に発表いたしました「平成１８年３月期決算短信(連結)」について、

下記事項を追加いたしますので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．税効果会計関係：別紙１のとおり 

 

２．退職給付関係：別紙２のとおり 

 

 

以  上 



別紙１  

税 効 果 会 計 関 係 

 
１．繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別内訳 

                          （単位：百万円）

(繰延税金資産) 

                         当連結会計年度          前連結会計年度 
                          自 平成 17 年 4月 1 日    自 平成 16 年 4月 1 日 

                          至 平成 18 年 3 月 31 日    至 平成 17 年 3月 31 日 

  

( ) ) ( 
賞与引当金限度超過額  ２,１３９ ２,５１４   

  退職給付引当金限度超過額 ４,４９３ ４,９１５   

  減価償却超過額 １,７７２ １,５４９   

  その他 １,７８５ ２,２５１   

  繰延税金資産合計 １０,１８９ １１,２２９   

 

                                                                               （単位：百万円）

(繰延税金負債) 

当連結会計年度          前連結会計年度 
                          自 平成 17 年 4月 1 日    自 平成 16 年 4月 1 日 

                          至 平成 18 年 3 月 31 日    至 平成 17 年 3月 31 日 

  

  固定資産圧縮積立金 ４,１５３  ３,９７１   

  その他有価証券評価差額金 ５６５  ３００   

  その他 １２  １９   

  繰延税金負債合計 ４,７３０  ４,２９０   

  (繰延税金資産の純額) ５,４５９  ６,９３９   

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の 

 原因となった主要な項目別の内訳 

 

当連結会計年度          前連結会計年度 
                          自 平成 17 年 4月 1 日    自 平成 16 年 4月 1 日 

                          至 平成 18 年 3 月 31 日    至 平成 17 年 3月 31 日 

  法定実効税率 ４０.７ ％  ４０.７ ％

  ( 調 整 )  

  交際費等永久に損金に算入されない項目 ３.４ ％  ２.４ ％

  住民税均等割 １.４ ％  １.０ ％

  子会社欠損金等に係る評価性引当額 ７.２ ％  －

  ＩＴ投資促進税制による税額控除 △１.１ ％  －

  減損損失   －  １.５ ％

  その他 △０.２ ％  ３.０ ％

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５１.４ ％  ４８.６ ％
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